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NPO法人 ALBERI DEL CACAO－カカオの木の活動  
 

 

生 活 と 経 済     

 

平成３１年２月１日、日欧Ｅ

ＰＡ／ＳＰＡ

が発行され、

ＮＰＯ法人_カ

カオの木の２

つ目の活動目

標が成就され

ました。心か

らの喜びであ

ふれていま

す。平成２３年、当時のイタリ

ア首相が来日され日伊ＦＴＡ締

結に向けて交渉が始まるや、し

ばらくの沈黙の後に対欧州連合

へと枠が広がりＥＰＡとして交

渉が再始動されました。 

日欧ＥＰＡの主要対象品目と

して挙げられるのは機械類と食

品類等です。NPO法人カカオの

木 セレクトは農産業に係る機械

類と食品各種。農耕機械や食品

加工機械、乳製品・ワイン・日

本酒は勿論のこと、卵と和牛肉

も盛り込まれています。多彩で

すね。  

関税撤

廃や複合輸

送により少

ない輸送量

でもコスト

を抑えるこ

とが出来る

ようになり

ます。ご近所に駅・港・空港の

商品発送受け皿があればＥコマ

ースで商いが成立する時代にな

りました。小さな村や町から厳

格な規制はありますが世界をマ

ーケットに農産物食品貿易がで

きます。ヨーロッパ、ユーラシ

ア、アジアで国際複合輸送イン

フラの普及が推進されている今

がＮＰＯ法人カカオの木の掲げ

る「究極の消耗品、食料消費最

適化」の始まりです。思わず力

こぶ 💪 を作って平成年号最後の

年度末に兜の緒を締めなおして

います。
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  のんぷろふぃっとあるべりでるかかお  2019春号 

経済 と 平和 

（雇用）と（安定） 

本来、人はお腹がすくと

怒りっぽくなってしまう

傾向にあるかもしれませ

ん。 

経済が成長し雇用が創出

され略奪を必要としなく

なる生活が持続的な安定

を生み出すと考えます。 

・国際相互理解に基づい

た経済活動から平和を導

き、又、雇用創出により

社会を安定させる。 

・突然の社会の変化に対

応できるように常に基盤

を整えておく。 

この理念をもとに活動を

展開しています。 
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日本とヨーロッパの距離       

 

平成２３年、日伊ＦＴＡ交渉

始動から約７年。昨年平成３０

年、国土交通省主導のシベリア

鉄道輸送パイロット事業が具体

化し、１０月から順次６事業者

７プロジェクトの輸送試験運用

が行われました。そして平成３

１年３月８日、国土交通省によ

りその成果報告が行われ、結果

は良好。食料品、日用品、楽

器、工具、機械工業製品等々多

様な市場ニーズに応える品々の

輸送が可能であることが実証さ

れました。通関書類に不備がな

ければ、船舶と鉄道を利用し１

５日～３０日間程で日本・各港

－ロシア・モスクワの輸送が可

能です。３月２５日、国土交通

省から新年号元年（２０１９

年）秋のパイロット事業の発表

がありました。今度は距離が伸

びて、日本－ヨーロッパ間の試

験輸送が行われます。複数国通

過の際の様々な課題を検証する

事業です。日本とヨーロッパの

距離感が商業・経済レベルで短

くなったと実感しています。ゆ

っくり焦らず、地に足の着いた

経済協力のサポートができれば

と胸が熱くなる想いです。 

 

Board Chairwoman Yukari Doi 
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目的及び事業 

 （目的） 

この法人は、ヨーロッパに移住している移民・難民や出稼ぎ労働従事者に係る問題

に対して、日本の国内での身近な経済活動を通して改善や解決を図り、ヨーロッパ

の雇用の増進と地域の活性化に寄与する事を目的とする。 

 （特定非営利活動の種類） 

この法人は、（目的）を達成するため、次に掲げる種類の特定非営利活動を行う。 

 (1) 国際協力の活動 

 (2) 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

 (3) 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

 （事業） 

この法人は、（目的）を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

 ①ヨーロッパにおける移民・難民、出稼ぎ労働従事者の雇用促進事業 
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